
歳出

民生費
57億84万円

総務費
23億3,045万円

公債費
19億126万円

衛生費
15億5,760万円

土木費
18億5,889万円

教育費
17億1,175万円

諸支出金
6億3,842万円

農林水産業費
9億7,760万円

消防費
14億538万円

商工費
2億4,090万円

その他 1億5,322万円

災害復旧費
3億2,626万円

補助費等
27億792万円
（▲5.3%） 普通建設事業費

26億8,526万円
（＋28.2%）

扶助費
17億5,067万円
（＋16.2%）

公債費
19億126万円
（▲5.0%）

人件費
33億9,323万円
（＋7.6%）

物件費
33億2,356万円
（＋23.0%）

繰出金
13億919万円
（▲2.1%）

積立金
6億3,842万円（▲44.4%）

投資及び出資金
5億2,084万円（＋10.3%） 維持補修費　1億9,596万円（＋3.9%）

予備費　5,000万円（0.0%）

その他経費
46.5％

義務的経費
37.5％

投資的
経費
16.0％

災害復旧費 3億2,626万円（▲1.5%）

性質別内訳

目的別内訳

※（　）は前年度比

公営企業会計予算

主な特別会計予算

水道事業
【収益的】 【資本的】

収入 5億　982 万円 収入 7億 6,520 万円
支出 4億 7,178 万円 支出 8億 1,774 万円

簡易水道事業
【収益的】 【資本的】

収入 4億 8,949 万円 収入 2億 8,181 万円
支出 4億 8,949 万円 支出 3億 7,662 万円

下水道事業
【収益的】 【資本的】

収入 10億　744 万円 収入 5億 2,372 万円
支出 10 億　271 万円 支出 8億 6,128 万円

・��入湯税については、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設およ
び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備ならびに観光の
振興に要する費用に充てる目的税であることから、観光振興基
金へ積み立てます。

・�地方消費税交付金の社会保障財源化分については、老人福祉費、
障害者福祉費、児童福祉総務費および児童措置費へ充当します。

目的税等の使途の明確化

歳 入
自主財源である町税が 30 億 5,608 万円（前年度比 +0.4％）

に増加していますが、地方交付税 62 億 5,000 万円や国県支出
金 30 億 4,237 万円など依存財源が 118 億 1,129 万円と全体の
62.8％を占めており、財源の多くを国や県に頼らなければな
らない状況になっています。

歳 出
目的別内訳をみると、民生費の歳出に占める割合が最も高

く全体の 30.3％となっています。また、性質別内訳をみると、
義務的経費である公債費が減少した一方、金屋第一こども園
や御霊学童保育施設の整備など、子育て支援施策の推進のた
めの投資的経費が増加しています。

主な事業および新規事業
●公共ライドシェア運行事業／企画調整課
　公共交通機関を利用しにくい交通空白地域を解消し、交通

弱者の移動手段の確保を図ります。
●妊産婦支援事業／健康推進課
　出産後間もないお母さんの支援のため、産婦健康診査の公

費負担を開始します。
●金屋第一こども園施設整備事業／こども教育課
　建て替えにより、０歳児の受入開始と全体の定員増を行い

ます。
●御霊学童保育施設整備事業／こども教育課
　御霊地区の保育ニーズの高まりにより、新施設の増設を行

います。
●大阪・関西万博事業／産業課・商工観光課
　４月開幕の「大阪・関西万博」にて、地域産品の PR や町

の魅力を発信します。
●住宅耐震改修事業補助金／建設課
　住宅耐震改修工事の補助金額を引き上げ、住宅の耐震化の

推進を図ります。
●指令共同施設整備事業／消防本部
　高機能指令システムおよび無線設備を整備し、湯浅広川消

防組合との指令業務共同運用を開始します。

特定の事業を行うために、一般会計と
は別に独立して経理が行われる会計

地方公営企業法の適用を受けその事
業収入により経営される会計

国民健康保険事業 36億 836 万円
後期高齢者医療 8億 6,149 万円
介護保険事業 32 億 1,836 万円
特別養護老人ホーム等事業 12万円
かなや明恵峡温泉 4,324 万円

一般会計当初予算 188 億257万円
前年度比5.4％増（令和６ 年度 178億4,500万円）
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